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1 ．はじめに
　わが国の人口減少・高齢化は地方都市で先行してきて進んできたが、今
後は横浜市のような大都市にも現れてくる。しかし、その現れ方は地方都
市とは様相が異なるものと考えられる。一方で、これまで住環境を保全す
るべく活用されてきた各種土地利用コントロール制度は、時代の変化とと
もにその使われ方を再考する必要が生じている。本稿では今後の大都市圏
郊外住宅市街地の人口減少・高齢化の現れ方を論じた後、横浜市を事例と
して、郊外住宅地における土地利用コントロール制度の課題を考察する。
2 ．大都市圏郊外地域における市街地の縮退
2 － 1 ．大都市圏の人口減少・高齢化の動態
　わが国の総人口が減少局面に入ってから10年以上経つが、大都市圏では
いまだ人口増加が続いており、高齢化率も相対的に低い。2015年度国勢調
査でも、人口が増加ないし減少幅が小さいのはほとんどが三大都市圏に属
する都府県である。今後の動向も、国立社会保障・人口問題研究所による
2040年の人口予測（中位推計）では、2040年に日本全体で16%の減少に対
して東京都は6.5％の減少にとどまり、東京都市圏でみても全国平均より
低い減少率である。こういった地方と大都市の人口格差拡大は主に若年層
の移動が要因と考えられている。
　しかし大都市圏では人口減少・少子高齢化の影響がないということでは
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ない。若年層の流入があってもそれに比して高齢者層やその予備軍的な年
齢層は絶対数として多く、今後は流入する若年層の絶対数は減少する一方
で、生産年齢人口の減少・老年人口の増加が著しいと予想される。すなわ
ち超高齢化の進行であり、大都市圏での都市縮退の様相は、人口減少もさ
ることながら、まず超高齢化を考慮して捉えるべきと指摘されている（た
とえば松谷（2010））。
2 － 2 ．大都市郊外地域における市街地縮退のパターン
　県や市全体として人口が維持されるとしても、その様相は地区ごとに異
なる。人口増加や若年層の流入が進む地区もあれば、高齢化や人口減少が
著しく進む地区もあり、すでに様々な様相を呈している。むしろ問題の偏
在的発生が大都市圏の特徴と捉えるべきであろう。
　では郊外住宅地を想定した場合、どのように状況が動くであろうか。上
に述べた通り一般化は困難なものの、モデルを考えてみたい。まず、大都
市圏では人口総数の大きさや密度の高さ、人口減少の幅が小さいことなど
から、郊外においても市街地の縮小が必要なほどまとまった住民減が生じ
るとは考えにくい。一方、特に一体的に開発された住宅地の場合、一般に
住民の年齢層に偏りがある。実際に住宅団地やいわゆる戸建住宅地の状況
を見ると、入居時期に30歳代であった世代が最も多く、次にその子ども世
代が多いという 2 つのピークを持つ年齢構成であることが多い。家族構成
や就労状況など、多くの属性も地域内で似通っており、ピークの世代が現
役（生産年齢）のうちはその均質性がコミュニティのまとまりにつながる
側面もあるが、時間が経つにつれて子ども世代の独立・流出と相まって高
齢化が一気に進み、コミュニティの衰退や福祉サービス需要の急増など、
社会的な問題が生じることとなる。
　これを土地利用・空間利用の観点から言い換えると、敷地の広さや住宅
に居住できる人数、住戸数などに規定される地区の「人口容量」に対して、
開発から20～30年程度は見合うだけの世帯数および各世帯人員数があるが
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（フェーズ 1 ）、子ども世代の独立・流出などを要因として、急速に人口容
量の充足率を減らしていくことになる（フェーズ 2 ）。ただしこの段階で
は初期入居世代が残るため、空き家のような未利用な空間の出現は一部に
とどまる。残る世代もいわゆるアクティブシニアの年代であり、問題は抱
えつつもコミュニティ衰退などは大きくは顕在化しない。しかしその世代
も、夫婦の一方が亡くなって独居となるなど引き続き急速に人口容量充足
率を減らし、ついには逝去や高齢者施設入所等による転出により、空き家
の大量発生が生じることとなる（フェーズ 3 ）。空き家化が一時にとどま
ればよいが、核家族化で相続人は別に住居や生活基盤を得ていることも多
く、相続で空き家が解消することは期待できない。つまり住宅市場にて物
件として回っていくことが欠かせないが、そこに人口減少すなわち住宅需
要の急速な減少が大きく影響を及ぼしてくる。条件的に新規住民の流入が
見込める地区はよいが、市場的に居住ニーズが乏しい地区ではフェーズ 3
突入回避が困難である。かといって大都市ゆえに住民がまったくいなくな
るとまでは想定できないため、住み替え支援による地区撤退といった思い
切った対処は採り難く、空き地・空き家発生やコミュニティ維持の障害に
対する対処療法を採らざるを得ないと考えられる。いずれにせよ、この段
階は初期入居世代が80歳代半ばとなる開発後50年を超えるあたりが一つの
区切りとなろう。
　すなわち、現在は空間的には顕在化していないながら、人口・世帯人員
の減少はすでに進行しており、いずれ空き家の大量発生という形で空間に
も現れてくると予想される。高度成長期から大都市圏の郊外住宅地開発が
大量に行われてきて数十年。初期世代の退場と社会的住宅需要減のダブル
パンチにより、フェーズ 2 から 3 に突入する住宅地が増加し問題が一挙に
顕在化するのは間近である。
133
中西　人口減少・高齢化時代の郊外住宅地と土地利用コントロール手法の課題
3 ．横浜市の人口動態
　モデルを踏まえて大都市圏郊外地域の状況を具体的に見てみよう。ここ
では横浜市と同市の金沢区を取り上げることにする。
　横浜市の人口はまだ増加の途にあり、中位推計では2020年にピークを迎
える。世帯数のピークはそれより先の2025～2030年と予想されている。
　横浜市の18の区ごとに過去10年の人口増減を示したものが図 1 である。
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図 1 　横浜市における区別の人口増減（2006～2016年）
（住民登録数をもとに筆者作成）
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これを見ると横浜市の人口増加を支えているのは都心部および港北ニュー
タウンや新規開発地を抱える北側の区であり、それ以外はすでに人口減少
が多くの区で進んでいることがわかる。金沢区、栄区などは10年間で実に
4 %も人口が減少している。区別に見た段階でも現象は偏在しており、人
口減少が著しい区は南部海側と西部に位置し、鉄道路線の条件や開発年代
との関係があることが伺われる。
4 ．横浜市金沢区における縮退の分析
　人口動態と地区の立地条件に関係があることは明らかであるが、高齢化
進展の早さと地区の条件との関係は今一歩踏み込んでは分析されていない。
そこでここでは横浜市でもっとも人口減少が著しい（そして本学も位置す
る）金沢区を取り上げ、分析・考察を示すことにする。
4 － 1 ．横浜市金沢区の特徴
　金沢区は人口約20万人で区別に見ると10位、世帯数約 8 万 7 千人で世帯
人員数2.31は市の平均2.25を上回る。一方、人口密度は18区中16位と低く、
郊外区の性格が見て取れる。
　同区は横浜市中心部より歴史が古い市街地も存在する一方で、戦後に都
市開発が広域に行われてもおり、京急電鉄の他、西武鉄道グループ企業に
よる住宅地も多い。また、1965年に提唱された横浜市の六大事業のひとつ
として大規模な埋立事業が行われ、1970年代以降、工業団地のみならず住
宅団地も開発整備が行われた。埋立地以外はほとんどが丘陵地でもあり、
幹線道路網がある程度整備されるまでは、地理・交通条件上の難点ともなっ
ていた。すなわち新旧の市街地が地形の制約を受けつつ入り混じって配置
されている区であり、その影響のもとで大都市郊外地域の問題がいち早く
顕在化しているものと考えられる。
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4 － 2 ．町丁目別の地区条件
　町丁目別に立地等の条件および開発状況を見てみよう。ここでは横浜市
より土地利用現況調査（2008年度作成）、都市計画決定状況（2016年度作成）、
開発許可による宅地造成の履歴（2008年度作成）等の地理情報システムデー
タを市より入手し、他に国土地理院作成による基盤地図情報も利用し、地
理情報システムソフト（QGIS 3.2.0）上で重ね合わせ、町丁目単位で条
件を確認・判別し、類型化した。
（ 1 ）項目別の区内地区条件
○駅からの立地（図 2 ）
　駅からの交通手段、すなわち徒歩かバス利用かその併存かで分類を行っ
た。交通条件と住宅価格の分析を行った既存言説によれば、大都市圏では
バス利用となった段階で価格への影響はほとんどないとされており、金沢
区はほぼ全域にバス停があるため、バス利用町丁目は一律に扱っている。
○駅との高低差（図 3 ）
　地形の起伏に富んだ区であり、駅との交通条件とも関係してくる条件で
ある。町丁目のおおよそ中央部と駅との高低関係を、徒歩に対する影響も
考慮して 3 段階に分類した。
○開発時期（図 4 ）
　おおよその開発年代である。横浜市の市街化区域設定時期および宅地開
発データ、都市計画マスタープランの記述などから判断・分類した。
○基盤整備状況（図 5 ）
　主に道路基盤の整備度である。町丁目の範囲と開発範囲が必ずしも一致
しないため、整備面積の割合の高低でおおよその区分を行った。
（ 2 ）区内地区条件の概括
　まず自然地形はおおむね丘陵地であり、尾根と谷戸が組み合わさってい
るが、平坦な埋立地（並木、幸浦、福浦など）も相当の面積を占めている。
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図 2 ～ 5 　金沢区における地区ごとの状況の差異
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基盤の整備状況と開発時期は入り混じっており、また、駅近辺のみならず
地形が複雑で駅から離れた地区（能見台、釜利谷東、釜利谷西など）も住
宅地として整備・開発されていることには留意が必要である。一方、計画
的基盤整備がされておらず、防災上問題があるまま市街化がなされた地区
（町谷町、平潟町、六浦、大道など）も散見される。
4 － 3 ．町丁目別の高齢化の状況と地区条件との関係
　人口はどのような動態を見せているか、地区の条件との関係はいかなる
ものかを考察する。ここでは今後の空き家発生につながる高齢化の状況を
見るが、高齢化率ではなく老年化指数で示す。老年化指数とは人口統計学
等で近年使われている指標で、老年人口（65歳以上）を若年人口（15歳以
下）で割ったものである。高齢化率に比して年齢構成の複合状況が表され
るため、より地区の問題を反映した指標であると考えられる。
　過去10年間として、2016年の老年化指数と2006年の老年化指数、そして
その 2 時点の差を、町丁目ごとに算出しプロットしたものが図 6 、図 7 お
よび図 8 である。
　2006年においては100%以下、すなわち若年人口が老年人口より多い町
丁目の方が多数であったが、2016年を見ると大多数の町丁目で老年人口が
若年人口を上回ってしまっている。そしてその差を見ると老年化指数が減
少している地区は 6 町丁目（富岡 3 、瀬戸、大道 1 および 2 、柳町、野島
町）のみである。老年化指数が高い町丁目は数多いが、その中でも並木、
富岡東 6 、能見台、西柴、釜利谷西の一部、東朝比奈が急速に高齢者の割
合が増えていることが明らかである。
　では高齢者の割合と地区の条件との関係はいかなるものか。
　まず老年化指数が低下した 6 町丁目であるが、大道 1 および 2 は実は現
在も過去も老年化指数が高い。結果として老年化指数が減少したものの、
人口の実数も確認すると若年層の増加によるものだけではなく高齢人口の
減少によるものであることがわかる。地区の状況を見ると、一部に数件の
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戸建住宅建設も確認され、若年層はこれによって増えたものではないかと
推察される。逆に減少した高齢者分についてはむしろ空き家の発生も伴っ
ている可能性が指摘できよう。大道の他、富岡 3 、瀬戸、柳町、野島町は
計画的整備が行われていないか比較的古い時期の面的開発による、基盤整
備状況が良いとはいいがたい地区であるが、老年化指数は減少している。
瀬戸以外は駅へのアクセスも必ずしも良くはないが、平坦地であることが
有利に働いていることが推察される。
　一方、老年化指数が大きく増加している地区についてはどうか。ほとん
どの町丁目が新都市計画法施行（1968年）以降に計画的に開発されており、
基盤状況や空間的な環境が良いにも関わらず高齢化が進んでいるという皮
肉な状況が明らかである。その他の条件は一定ではないが、能見台、釜利
谷西は駅より離れており、地形的にも駅との高低差が著しい場所であるこ
と、西柴は駅との高低差が著しい上に、開発年代も新制度下では比較的古
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図 6 　老年化指数（2006） 図 7 　老年化指数（2016）
139
中西　人口減少・高齢化時代の郊外住宅地と土地利用コントロール手法の課題
いことなどが指摘できる。並木については交通条件がやや劣る以外は確た
る特徴が見いだせないが、地域の実態から、一斉に開発された集合住宅団
地の複合住宅地であることが影響しているのではないかと考えられる。
5 ．住環境維持向上を目的とした都市計画・建築制度
　前章の分析で、老年人口の割合が著しく増えている地区は、むしろ基盤
や環境が整備された計画的開発住宅地であることが示された。これは 2 －
2 .で考察した事項が的を射ていることを伺わせる。すなわち一体的な開
発・居住開始による当初よりの人口構成のゆがみは、その後の住民の入れ
替わりはあっても解消されないまま残り、後の時代になって高齢化の進展
とその後の空き家の発生を導くことになるという推察である。
　一方で、このような計画的開発による住宅地には、整った住環境を保全
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図 8 　老年化指数の差（2016-2006）
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することを目的として、都市計画・建築制度に基づく土地利用規制が適用
されていることが多い。ことに横浜市ではそれらの制度の活用を積極的に
図ってきた経緯がある。しかし住環境保全を目的とした規制は新たな用途
の開発・建築行為を妨げるという面があり、それが人口減少・高齢化のフェー
ズに入った計画的開発住宅地では、新たな課題への対応を妨げることにな
る可能性が指摘されている。ここからは、前章までの地区分類と制度とを
照らし合わせて、土地利用規制の今日的課題を考察する。
5 － 1 ．用途地域指定
　わが国の都市部における一般的な土地利用規制は、都市計画法に基づい
た13種類の用途地域指定と、それと連動した建築基準法に基づく建築規制
である。用途地域ごとに建築物の用途や密度（建ぺい率・容積率）・形態
に規制がかかることとなる。
　特に郊外の計画的開発住宅地においては第一種低層住居専用地域が指定
されていることが多いが、これは用途地域中でもっとも規制が厳しいもの
である。先に見た金沢区の高齢化が進む計画的開発住宅地はこの第一種低
層住居専用地域が指定されていることがほとんどであるといってよい。
　まず商業店舗はごく小規模の商店しか許容されず、遊興施設や工業用途
建築物は立地できない。一方、純粋な住宅地としておおむね小型の住宅用
途建築物、すなわち戸建住宅が主の住宅様式と想定されているが、わが国
の用途地域制に基づく建築規制（建築基準法にいう集団規定）には、住宅
の様式（たとえば戸建住宅か長屋か集合住宅か）による規制はほぼ皆無で
あり、敷地規模や密度規制の状況によっては、長屋やアパート、ごく低層
のマンションといった集合住宅が可能となる。つまりもっとも厳しい用途
地域区分とはいえ、住民層や生活スタイルの違いなどから軋轢が生じるこ
とや、街並みに異質な建築物が混入することを完全には妨げられない。広
く適用される一般規制であるが故に、強い規制とは言い難い面もあるので
ある。そこで用途地域指定を補う意味で、次に示す地区計画や建築協定が
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適用されることとなる。
5 － 2 ．地区計画の適用
　地区計画は都市計画法と建築基準法にまたがって規定されている、住民
の合意を前提として行政が地区に独自のルールを適用することができる制
度である。用途地域指定より厳しく建築物の用途や形態を決めることが可
能なのはもちろんのこと、土地や基盤等地区施設に至るまで、制度上おお
よそ定められない空間要素はないとまでいえる。
　ただし、地区住民（地権者）の合意を前提とするため、現実には一般規
制から大きくかけ離れた制限は定めにくく、そもそも上乗せ的な規制を受
け入れる住民ばかりではないため、大規模開発での計画担保や街並み形成
が地区の利益にかなう商業地区の場合と異なり、一般的な住宅地では地区
計画の適用が必ずしも進んできたわけではない。
　しかしその中でも、ある程度以上の広さで計画的に開発された住宅地で
は、住環境意識が高い均質な住民層が入居したこともあり、当初より良好
な自らの地区の環境を長く保とうとして地区計画導入を行った地区も出て
きており、今日では適用地区が相当数存在するといえる。
5 － 3 ．建築協定の締結
　建築協定は、ある程度の範囲の地区において地権者間での約束事として
敷地や建築物に関するルールを協定として締結するものであり、民法上の
一般的な協定と異なり、建築基準法に基づく協定制度である。独自の点は
ルールが土地に根付くことで、すなわち協定を締結したある敷地の地権者
が売買・相続などで代わっても協定は無効とならず、後の地権者に対して
も有効となる。協定に定められる事項も土地建物に関して言えば非常に柔
軟に設定が可能であり、およそ考えうる項目に対して制限を定めることが
できる。
　一方、地権者全員の合意が必要で導入は困難でもあり、1950年の建築基
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準法施行時から存在していたものの、長く使われていなかった制度でもあ
る。その後いわゆる一人協定、すなわちデベロッパーが住宅地開発後、分
譲前のまだ自分が唯一の地権者である段階に、いわば自分対自分で協定を
締結することであらかじめ発効させることができるようになったため、計
画的開発住宅地において締結が多くなされるようになった。これは「住環
境保全の担保がある」ことで住宅販売時の商品価値を高めようとしたもの
である。また、すでに入居が進んだ住宅地においても、住環境意識の高ま
りに伴って建築協定が締結される地区が徐々に増えてきた。
5 － 4 ．地区計画と建築協定の相違点
　地区計画と建築協定は、用途地域を補う仕組みとして使われるようになっ
てきたが、両制度は実際に可能なこと（地区独自の建築や土地利用ルール
の策定）として見れば類似の仕組みである。しかし法制度的な性格や運用
上は次のような点が異なる。
　まず地区計画は行政行為として策定するものであり、地区整備計画を定
めれば（＝条例として制限項目をオーソライズすれば）建築確認制度の対
象となり、違反すると建築ができない。しかし住民間の約束事である建築
協定は、順守確認の責任は住民（通常、協定委員が組織される）にあり、
違反を見つけることは完全には難しく、また見つけたとしても差し止めな
どは容易ではない。
　また、建築協定は全員同意が必要であり、建築協定区域とされる区域内
でも、実際には協定に参加していない地権者が存在しており、いわば「歯
抜け」の状態であることも往々にしてある。
　加えて、地区計画は法定の都市計画決定手続きを要するものであり、一
度定めれば、再度都市計画決定を行わなくては変更・廃止などはなされな
い。一方で建築協定は有効期限を定めるものであり（10年程度が多い）、
継続するか否かはあらためて参加者の合意形成を行わなくてはならず、継
続せずに失効となる地区や縮小やルールの変更によって継続にたどり着く
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地区も相当数存在する。
　このような性格から、建築協定より地区計画の方が有効な制度であると
解釈する向きもあるが、実際にはそれぞれにメリット・デメリットがあり、
役割分担と使い分けをすべき制度と考える方が妥当である。たとえば行政
からの「固い」制限として働く地区計画に対し、住民間のつながりをベー
スとする建築協定は相対的に締結しやすい面がある。また、期限が来るこ
とで改めて地区の将来を話し合い、コミュニティのまちづくり意識を高め
る機会となる点を評価する建築協定締結地区の関係者も多い。また道路や
公園など公共空間もターゲットである地区計画を地区の都市基盤（敷地条
件、道路、公園など）に関する規定を定めるために使い、その上の建築物
や庭等に関するルールを建築協定として定めるといった、両制度の併用・
使い分けを行っている地区も存在する（中西（2010））。
6 ．横浜市および金沢区における地区計画・建築協定の活用状況と課題の
考察
　導入が難しい面もある両制度であるが、横浜市はこれらの制度を積極的
に導入してきた自治体である。最終的に行政が判断する地区計画だけでな
く、建築協定も含めて、地域住民・コミュニティに対して住環境担保手段
の制度情報を提供し、専門家派遣などの支援も行い、多くの地区で導入が
進んでいる。たとえば全国初の建築協定締結地区は横浜市の「上飯田モデ
ル住宅地区建築協定」（1967年）であるし、地区住民の発意・合意による
建築協定の第一号も横浜市の「美しが丘個人住宅会建築協定」（1972年）
である。本章では横浜市、特に金沢区での導入実態とそこでの規定を把握
し、今日における土地利用コントロール制度としての課題を論じる。
6 － 1 ．横浜市での両制度適用数
　両地区の横浜市内での導入地区数は、横浜市都市整備局によれば、地区
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計画126地区、建築協定177地区であり、区別の内訳は表 1 、表 2 の通りで
ある。大規模プロジェクトと併用して用いられる地区計画は都心および周
辺区で使われている例も多く、対して建築協定は住宅地が多い郊外区で用
いられている傾向がわかる。
　前節で分析した金沢区は建築協定締結数が青葉区に続いて多く、また地
区計画も住宅地に対するタイプに限れば適用数が他と比べて多いというこ
とがわかる。
表 1 　横浜市における地区計画適用地区数（横浜市都市整備局の公開情報より）
表 2 　横浜市における建築協定締結地区数（横浜市都市整備局の公開情報より）
鶴見区 2 金沢区 9
神奈川区 9 港北区 6
西区 3 緑区 8
中区 15 青葉区 9
南区 0 都筑区 7
港南区 8 戸塚区 5
保土ケ谷区 5 栄区 11
旭区 6 泉区 15
磯子区 4 瀬谷区 4
計 126
鶴見区 3 金沢区 19
神奈川区 3 港北区 12
西区 1 緑区 7
中区 3 青葉区 52
南区 5 都筑区 10
港南区 10 戸塚区 13
保土ケ谷区 7 栄区 9
旭区 10 泉区 3
磯子区 7 瀬谷区 3
計 177
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6 － 2 ．金沢区での地区計画・建築協定適用実態
　金沢区にて両制度が導入されている地区は図 9 、図10の通りである。
　地区計画については、京急電鉄が開発した能見台駅より西側のいわゆる
京急ニュータウン地区において、敷地・道路・公園等の都市基盤を担保す
る地区計画が複数導入されている。一方、建築協定は同じく京急ニュータ
ウン地区に、地区計画と重複しつつもさらに広い範囲で締結されている他、
西武系デベロッパーが開発した住宅地や釜利谷地区でも締結されているこ
とがわかる。
　規定内容を概観・比較すると、これら住宅地に適用されている建築協定
は、ほぼすべて建築物の用途を戸建住宅に限るもの（用途地域で許されて
いる小規模商店や、長屋や小型のアパート・マンション等、戸建と異なる
住宅様式を制限するもの）である。少なくともこれらの住宅地において住
環境を保全するための重要な要素として、戸建住宅への純化が意図されて
図 9 　金沢区の地区計画適用地区 図10　金沢区の建築協定締結地区
（地区計画については都市計画GISデータの図示であるが、建築協定はGISデータに含
まれていないため、ホームページ上の画像を引用した。）
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いることは間違いなく、これは高度成長期のいわゆる住宅すごろくのあが
りとしての「庭付き一戸建て」が立ち並ぶ郊外住宅地のイメージとも合致
するといえる。
6 － 3 ．人口減少・高齢化時代の土地利用コントロール制度の課題
　ここで老年化指数の現状（図 7 ）および変化（図 8 ）と、両制度の適用
状況（図 9 および図10）を比較してみると、まさに老年化指数が高く、老
年化が進行している地区に、地区計画、建築協定が適用されている。
　第 4 章で見た通り、金沢区で縮退が進む（≒老年化指数が一層上がる）
と思われる地区は傾斜地の上などに、面的に宅地造成・住宅建築を行うこ
とで良好な住環境を創り出した住宅地である。すなわち同時期に一斉に入
居が起き、環境意識が高い住民が多く、住環境保全手段として地区計画や
建築協定を導入した地区であり、結果として両者には相関が見出せる。
　開発圧力が高い時代には規制型の住環境保全手段を用いることに合理性
があった。しかし人口減少・超高齢化を迎え、開発圧力が減じた今日では、
合理性にも低減が生じている。
　また、場合によっては新たな課題となっている可能性が指摘できる。具
体的には、移動に困難が生じてきている高齢者にとって、近隣に買い物環
境がないことは著しく生活に困難を感じることとなる。あるいは新規住民
増、特に若い世代の入居を促進したくとも、このような地区では敷地や建
物が大きく、良好な環境の裏返しで不動産価格が高いため、所得が相対的
に低い若い世代にとって手ごろな価格の住宅がなく、なかなか入居が進ま
ない。そもそも近年、若い世代は都心回帰・立地重視で居住地選択を行っ
ており、もともとの縁もない者が新たに入ってくることは期待しがたい。
かといって、子ども世帯など地縁血縁がある者を呼び戻そうにも不動産取
得価格の問題は解決せず、同居しようとしても土地利用制限により二世帯
住宅への改築もままならない。つまり徐々に高まってきた居住ニーズに対
して、地区計画や建築協定による建築物への制限付加が解決の途を閉ざし
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ているケースも生じているものと推察されるのである。
6 － 4 ．金沢区西柴地区の建築協定
　このような状況に対し、建築協定を緩和変更して対応するという方向性
も、論理的にはあり得る。この点について、近年実際にあった建築協定改
定の事例を見てみよう。
　金沢区西柴地区は、老年化指数の増加が著しい西柴 2 ～ 4 丁目および柴
町と金沢町の一部にまたがっており、西武グループにより1970年前後より
開発が始まった戸建住宅地である。高低差が大きい斜面上に約1,800以上
の区画におよぶ広範囲に造成されており、地区内に入るには国道から急傾
斜を上らなくてはならず、地区内の傾斜も厳しい。地区の大半から徒歩で
は駅に向かうのは厳しいが、バスも地区の一部を通り抜けるのみであり、
バス停までも距離がある住戸が多い。バスの本数も潤沢とはいいがたい。
　このような状況に対し、本来良好な住環境を保つためにかかっている現
行の建築協定について、変更の議論がなされるようになってきた。現在の
協定では大部分の地区で戸建住宅以外は規制されており、二世帯住宅も建
築できない。しかし子ども世帯が戻ることも想定して建物用途の規制はあ
る程度緩和すべきという意見が一部にあるという。このような状況のもと、
2016年の協定期限到来に伴う新協定への移行の際に見直し作業が進められ
たが、アンケート調査などの結果を踏まえ、この回については緩和せず、
これまでの内容を引き継ぐ形で更新された。一度決まったルールを変更す
るのは大きな議論のエネルギーが必要であることや、現に健康な世代には
まだまだ住環境保全は魅力的な目標であることなど、この決定には様々な
要因が見出せる。基本的には地域の選択として尊重されるべきであろう。
一方、次の更新時、つまり10年後までには高齢化は一層進み、健康を害し
ている住民の割合は段違いとなっていよう。次の議論では対処に間に合わ
ないのではないかという懸念を持つ住民も多く存在するようである。
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7 ．郊外住宅地における課題対応の方向性
　このような郊外住宅地における土地利用コントロール手法と時代・状況
の乖離に対してどのように対応するべきだろうか。大きくは次のような二
つの方向性があると筆者は考える。
　まずは地区計画や建築協定を弾力的かつ緩和的に見直す運用上の対応で
ある。地域に必要とされる用途を許容するように規定を緩和する方向で見
直しをかけることが考えられる。硬直的な地区計画制度についても、住宅
地については定期見直し制を導入するなど、制度自体の変更を図ることは
あり得よう。
　一方、地域のルールはルールとして、そもそも住み替えを促進し、住民
の生活スタイルやニーズの変化に応じて住む場所・環境を変えることで対
応を図るという方向性もある。たとえば高齢期にはより利便性の高い地区
に転居することを支援するなど、人間の側が状況に応じて場を変えるとい
う考え方である。この場合、空き地・空き家が増加するが、これには地域
コミュニティや公共による管理によって対応を図ることになろう。
　敷地・建物所有意識や地区への帰属意識が高い日本において、後者のよ
うな柔軟な住み替えは心理的な障壁が高いところではある。しかし筆者と
しては前者の対応を進めるよりは後者の方向性の方が好ましいと考えてい
る（この点について中西 （2018） を参照されたい）。理由は種々あるが、
基本的に空間の改変・改編は不可逆性が高く、一度エントロピーが増大す
る方向に状況が動くと整序の方向に戻すことは相当に困難なことであるた
め、土地利用規制は原則として緩和すべきではないことがそのひとつとし
て挙げられる。一方、日本人の土地建物へのこだわり傾向は合理的ではな
いとも考えており、これも理由の一つである（学術的な検証は今後の課題
としたい）。ただし、現実にはルールの見直しと居住動向への働きかけ、
両面のアプローチがどちらも必要であろう。
　本稿で述べたような土地利用・建築規制に関する今日的課題の指摘は昨
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今様々なされるようになってきたが、現実の対応はこれからである。しか
し、横浜市におけるこれまでの制度の積極的活用が、今後対応すべき課題
をより大きくしているかもしれないことは留意したい。過去の都市化時代
における制度活用の積極性と同程度以上に、今後の住宅地環境と制度運用
の維持改善にも力を注ぎ続ける必要があると言えよう。
＜主要関連文献＞
浅野純一郎他、日本建築学会編（2017）「都市縮小時代の土地利用計画　多
様な都市空間創出へ向けた課題と対応策」学芸出版社
中西正彦（2018）「地域居住・まちづくりにおけるローカル不動産業への期
待と課題」日本住宅協会「住宅」2018年 1 月号
中西正彦（2010）「住宅地の環境を担保する制度解題」、住宅生産振興財団：
編「住まいのまちなみを創る　日本のコモンとボンエルフ」建設資料研
究社
松谷明彦（2010）「人口減少時代の大都市経済―価値転換への選択」東洋経
済新報社
150
横浜市立大学論叢人文科学系列　2018年度：Vol.70 No.2・3
